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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

日 韓 海 峡 沿 岸 

水 産 交 流 事 業 

（水産振興課） 

千円  

1,494  
 

日本海を取り巻く日韓 4県 1市 3道が、水

産資源の共同管理等水産業に係る共通の課題

について意見交換し、日韓海峡圏の水産振興

を図る。 

 

１ 事業主体 

県、日韓海峡沿岸水産関係交流事業推進協議会 

２ 事業内容 

(1)日韓 4県 1市 3道による水産資源保護等 

について意見交換 

(2)共同放流の実施 

３ 負担区分 県10/10 

※協議会への負担金は4県共同負担 

 

 

漁業取締船運営事 業 

（水産振興課） 

千円  

150,788  
 

 

漁業取締船「きらかぜ」、「せきしょう」

の2隻により、漁業違反の取締を実施する。 

 

１ 事業主体 県 

２ 負担区分 県10/10 

 

 

新 漁 業 取 締 船 

代 船 建 造 事 業 

（水産振興課） 

千円  

9,398  
 

 

 

漁業取締船「きらかぜ」の代船建造に向け

た調査・設計を実施する。 

 

１ 事業主体 県 

２ 負担区分 県10/10 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

調 査 研 究 事 業 

（水産振興課） 

千円  

137,566  
 

 

 

水産資源の回復、海洋環境の変化への対策、

食の安心・安全等、現場ニーズに応えた開かれ

た試験研究を推進する。 

１ 事業主体 県 

２ 振興計画別の研究内容 

区分 研究内容 

県 産 農 林 水 産 物 の 

さ ら な る 需 要 拡 大 
・鮮度・品質保持向上技術の研究 

・未利用・低利用資源の有効活用に関する研究 

需 要 の 変 化 に 対 応 し た 

持 続 可 能 な 生 産 

供 給 体 制 の 確 立 

・漁場環境調査・海洋観測・漁獲データ情報収集体制

の再構築に関する研究 

・新規有用魚種の活用・資源管理手法に関する研究 

・県産優良アユ種苗の生産体制維持に関する研究 

・魚病診断と防疫対策に係る指導、貧栄養に関する調

査、赤潮・貝毒プランクトンに関する研究 

産 地 の 維 持 ・ 拡 大 に 

向 け た 基 盤 整 備 と 

防 災 力 強 化 

・藻場・干潟の評価・再生手法に関する研究 

・漁礁の効果調査に関する研究 

・有害生物被害防止対策の研究 

３ 負担区分 県10/10又はその他10/10 

   

 

持 続 的 漁 場 

利 用 推 進 事 業 

（水産振興課） 

千円  

8,100  
 

高級魚のハタ類について、科学的な資源調

査に基づく管理ルールを提言するとともに、

デジタル技術を活用した操業支援システムの

構築を図る。 

 

 

１ 事業主体 県 

２ 事業内容 

(1)漁場及び生息量調査 

(2)操業支援システムの構築 

３ 負担区分 県10/10 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

拡やまぐち型養殖 業 

推 進 事 業 

（水産振興課） 

千円  

29,000  

 

 

本県の特色を活かした「山口県ならでは」

の養殖業対策を強力に講じ、県内外に誇れる

地域に根付いたブランドとして振興、普及さ

せていくことで、本県養殖業の成長産業化を

図る。 

 

１ 事業主体 県、養殖業者等 

２ 事業内容 

 (1)やまぐち型養殖業の普及に向けた実証 

 (2)推進協議会運営 

(3)(国研)水産研究・教育機構との共同研究 

 (4)やまぐち型養殖業に係る機器整備支援 

  ①養殖業スタートアップ 

  ②養殖業スマート化 

３ 負担区分 

 (1)、(2)、(3) 県10/10 

 (4) 県1/2 

   

 

 

 

 

 

 

資 源 管 理 シ ス テ ム 

栽 培 漁 業 運 営 事 業 

（水産振興課） 

千円  

3,254  
 

ＴＡＣ（漁獲可能量）制度の適正な運用を

図り、資源管理型漁業を促進する。 

また、最新の技術指導により、栽培漁業を

円滑に推進する。 

 

１ 事業主体 県 

２ 事業内容 

(1)漁業法に基づく漁獲管理（方針の策定、 

  漁獲可能量の管理） 

(2)栽培漁業の技術指導 

３ 負担区分 

(1)県1/2、その他1/2 

  (2)県10/10 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

魚類防疫総合推進事業 

（水産振興課） 

千円  

1,386  
 

 

養殖過程における衛生管理に努めるとと

もに水産用医薬品の使用基準等を遵守し、

安心・安全な水産物の供給体制を確立す

る。 

 

１ 衛生管理体制整備事業 

(1)事業主体  県 

(2)事業内容 

・養殖業者における医薬品使用実態調査 

・養殖魚の残留医薬品検査 

(3)負担区分  国1/2、県1/2 

 

  
２ コイヘルペスウイルス病防疫対策 

(1)事業主体 県 

(2)事業内容 

・現地調査(県内養殖業・主要河川) 

・コイヘルペスウイルス病ＰＣＲ検査 

(3)負担区分 国1/2、県1/2 

 

 

漁業生産増大推進事業 

（水産振興課） 

 

 

千円  

22,472  
 

多くの水産生物の産卵場や幼稚仔魚の育成

場となる藻場・干潟及び生産の現場となる地

先・沿岸沖合における生産力の増大に資する

取り組みの実証・支援を行うことにより、漁

業生産の増大・漁業所得の向上を図る。 
 

区分 事 業 内 容 事業主体 
負担区分 

県 その他 

沿岸域環境改善支援 
藻場・干潟域の保全活動に対す

る支援 
市町 1/2 1/2 

地先・沿岸沖合の資源

管理 

キジハタ・ナマコ・トラフグ等

の重要資源の調査、協議会開催 
県 1/2 1/2 

磯根資源評価 
アワビ・サザエの資源評価マニ

ュアルの作成、取組内容の検討 
県 10/10 － 

親魚再放流・資源添加 
産卵親魚等の再放流支援、広域

対象種等の放流支援 
漁協等 1/2 1/2 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

水 産 動 植 物 種 苗 

生産業務等委託事 業 

（水産振興課） 

千円  

326,216  

 

栽培漁業センターにおける種苗生産業務等

を指定管理者に委託する。 

 

 

 

１ 指定管理者 (公社)山口県栽培漁業公社 

 

２ 放流用種苗生産量 

（単位：千尾、千個） 

種苗名 とらふぐ ひらめ まだい かさご きじはた あかあまだい あゆ 

数 量 585 966 337 440 190 50 1,400 

種苗名 くるまえび がざみ もくずがに あわび あかがい あかうに 

数 量 4,600 3,100 500 595 900 127 
 

 

 

 

 

内 水 面 漁 業 振 興 

対 策 事 業 

（水産振興課） 

千円  

7,272  
 

 

渓流魚の資源増大技術の開発、科学的根

拠に基づいた各河川における効果的なあゆ

の増殖手法を解明するための調査等を実施

するとともに、カワウの防除やあゆの産卵

場造成等の取組を支援する。 

 

 

事業内容 事業主体 
負担区分 

国 県 その他 

渓流魚資源増大技術開発 県  10/10  

内水面資源回復対策 県 － 10/10 － 

伝染性疾病予防 

（保菌検査及び防疫指導） 
県 1/2 1/2 － 

食害動物対策 

（カワウ防除対策及び外来魚駆除） 
内水面漁連 － 1/2 1/2 

あゆ再生産促進対策 

（あゆ人工産卵場造成） 
内水面漁連 － 1/2 1/2 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

水産業改良普及運営事業 

（水産振興課） 

千円  

3,437  
 

 

漁家の経営指導や研究成果・技術開発成果

等の地域条件・特性に応じた実用技術への移

転など普及指導を推進し、沿岸漁業等の生産

性の向上、漁家経営の改善等を図る。 

 

１ 事業主体 県 

２ 負担区分 国 定額、県 国庫補助残 

 

地 域 を 牽 引 す る 

中 核 漁 業 経 営 体 

育 成 推 進 事 業 

（水産振興課） 

千円  

11,620  
 

水産大学校の持つ水産経営等の専門的な知

見を活用し、漁業者グループの収益性向上に

結びつく取組等を推進することにより、地域

を牽引する中核漁業経営体を育成する。 

 

 
 

区分 事 業 内 容 
事業 

主体 

負担区分 

県 その他 

地域のリーダ

ーとなる漁業

士 の 育 成 

・漁業士研修会を開催するとともに、全国レ

ベルの研修会へ漁業士を派遣 
県 10/10 － 

・漁業士を核とした漁協青壮年部活動等への

支援 

山口県 

漁 協 
1/2 1/2 

収益性向上

に結びつく

新たな取組

へ の 支 援 

・水産大学校教員による現地ワークショップ

の開催、共同経営指導専門チーム会議への

参画 

県 

(委託) 
10/10  

・地域再生委員会が策定した浜の活力再生プ

ランに基づき、漁業者グループが実施する

収益性向上に結びつく新たな取組に必要な

機器等整備を支援 
 
 

山口県 

漁 協 
1/2 1/2 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

新 規 漁 業 就 業 者 

定 着 促 進 事 業 

（水産振興課） 

千円  

70,371  
 

 

募集から研修・就業・定着までの一貫した支

援体制を構築し、新規就業者を確保するととも

に、就業後の収入安定化対策を実施し、地域へ

の定着を促進する。 

 

 

区分 事 業 内 容 事業主体 
負 担 区 分 

県 市町 その他 

新規漁業就業者 

確保育成事業 

・就業相談窓口の設置・運営 

・就業に係る情報発信・収集

・短期研修の実施 

・リモート相談会等の実施、 

漁業体験の複数回実施等 

山 口 県 

漁 協 
10/10 - - 

新規漁業就業者 

定着支援事業 
・長期研修生への研修支援 漁協等 1/2 

  

1/2 

 

新規漁業就業者 

生活・生産基盤

整 備 事 業 

・住宅の改修経費補助 

漁協等 

1/3 1/3 1/3 

・リース用漁船等の整備補助 1/4 1/4 1/2           

経営自立化 

支 援 事 業 
・自立化支援金の支給 漁協等 1/2 

 

1/2 

 

漁船乗組員 

定着促進事業 
・漁業会社の研修支援 

漁業 

会社 
1/2 

 

1/2 
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事   業   名 

（所管課名） 
予 算 額 事   業   概   要 

 

離 島 漁 業 再 生 支 援 

交 付 金 事 業 

（水産振興課） 

千円  
34,810  

 

離島漁業の再生を通じて、離島の有する

多面的機能の維持・増進を図るため、離島

漁業集落が共同で行う漁場生産力の向上や

漁場の再生に関する実践的な取組を支援す

る。 

 

○基本交付金事業 

１ 事業主体 市町 

２ 対象地域 

(1)一般離島：柱島、黒島、端島、平郡島、 

蓋井島、見島、相島 

(2)特認離島：大島 

３ 事業内容 

漁業再生活動（集落協定策定）の支援 

・漁業の再生に関する話合い等を支援 

・漁場の生産力の向上に関する取組(種苗

放流、漁場の維持・管理等）を支援 

・漁業の再生に関する実践的な取組（流通

体制の改善等）を支援 

４ 負担区分 

(1)一般離島：国1/2、県1/4、市町1/4 

(2)特認離島：国1/3、県1/3、市町1/3 

５ 事業期間 令和2～6年度(5年間) 

 

○離島漁業再生支援推進事業 

１ 事業主体  県、市町 

２ 事業内容 

(1)県推進費：審査事務、推進指導等 

(2)市町推進費：集落説明、活動確認事務等 

３ 負担区分 国10/10 

 

新 持 続 可 能 な 漁 業 

経営モデル創出事 業 

（水産振興課） 

千円  

50,000  
 

スマート技術や省力化機器等の新技術を

搭載したモデル船での実証を通じて、効果等

を沖合底びき網漁業をはじめとした各漁業

へ横展開することにより、生産性と持続性を

両立する漁業経営体を育成する。 

 

１ 事業主体 漁業協同組合 

２ 事業内容 

モデル船における海洋環境への適応技術・

漁労作業の省力化技術等の実証 

３ 負担区分 

県1/4、市町1/4、漁業協同組合1/2 

 
 


